
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２３年 ６月１７日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究は，被覆ブロックの被災量と消波機能及び越波低減性能の各劣

化に関する評価システムをニューラルネットワークにより構築する共に，補修の意志決定につ

いて状態依存型点検モデルの基づく数理的モデル化により，最終的に護岸前面の消波被覆工の

被災に伴う防災機能の劣化及び修復診断に関する支援システムを開発するものである． 
 
研究成果の概要（英文）：This study aims to develop a performance evaluation system on the 
wave energy-dissipating function of seawall with the accumulative damage of armor layer. 
Firstly, based on numerical experiments which are conducted to investigate the variations 
of reflection coefficient of the seawall under condition of the damage progression of an 
armor layer, a neural network system is applied to evaluate the causal relation of the 
reflection coefficient and the damage parameter. Secondly, by applying the time-dependent 
reliability theory to the making decision problem of repair of damaged armor blocks, 
maintenance policies for armor blocks are discussed to minimize total expected 
maintenance cost over target horizons. 
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１．研究開始当初の背景 
自然災害の規模が拡大し，社会基盤施設の

中核施設・構造物の被災が増加傾向にある最
近の状況下では，“安全”なはずの構造物が
その供用期間中に破損する例が数多く発生
しており，これからの社会基盤施設の計画，
設計に当たっては災害のリスクコントロー
ルから破損も視野に入れた維持管理型設計

法の確立が必要と考えられている．この維持
管理型設計法とは，外力の作用履歴に伴う劣
化あるいは破損した場合，その損傷に伴う機
能低下を構造物の社会的性能レベルと併せ
て適切に診断し，補修することで機能，防災
力を回復させて構造物の寿命を延ばし，さら
には LCC（ライフサイクルコスト）を低減す
ることを目指すものである．また，この設計
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法の概念のもとでの機能低下に伴う災害リ
スクコントロールは，ソフトな防災対策によ
るカバーも含め，トータルとして住民，社会
基盤のセキュリティーを維持しようとする
ものである．そこで，本研究は，この維持管
理型設計法の考え方を海岸構造物の内，背後
地を有する護岸被覆工の補修・更新の意志決
定問題に導入しようとするものである． 

 この研究構想を実現化するためには，「被
覆工の作用外力に伴う損傷レベルと消波及
び越波低減機能の劣化過程に関する知見の
蓄積」と，「補修費用と補修に伴う背後地の
資産的便益費等も含めた LCC を考慮した補
修費用に関する最適制御問題に関する数理
モデルの構築」が重要な課題でなる．この種
の海岸保全施設へのライフサイクルマネジ
メントの導入に関する研究は，性能設計を導
入しようとする気運に伴って 1999 年代から
現在の空港港湾研究所で開始され，その後，
特定構造物を対象に研究論文数が数編でて
いる程度である． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，堤体として代表的な前面

に被覆消波工を有する護岸を対象に以下に
示す研究について明らかにするものである． 
(1) 被覆材の累積損傷に伴う消波性能，越波

低減性能の劣化度合に関する研究 
(2) 各種性能の劣化過程における不確実性に

関する確率論的研究 
(3) ニューラルネットワークに基づく機能劣

化の診断システムの開発 
(4) 数理モデルに基づく消波施設耐力と外的

負荷を考慮した応急修復を伴う保全問題
に関する研究 

 
３．研究の方法 
(1) 被覆材の累積損傷に伴う消波性能，越波

低減性能の劣化度合に関する研究 
本研究は，傾斜護岸の被災実験で得られた

断面変化のデータをもとに断面形状のモデ
ル化を行い，モデル断面を用いた実験と数値
計算により，傾斜護岸の消波・越波量低減性
能に及ぼす断面変形の影響について検討し
たものである． 
実験に用いた護岸模型は，初期断面におけ

るのり面勾配が 1:1.5 および 1:2，静水面から
の天端高 0.15m，天端幅 0.1mである．作用さ
せ た 不 規 則 波 は ， 期 待 ス ペ ク ト ル に
JONSWAPスペクトルを用い，有義波周期
T1/3=1.6sとして作成した信号により，有義波
高をH1/3

 

≒10cmとして造波したものである．
堤体の断面形（岸沖方向）の測定には，レー
ザー変位センサを用い，波を 20 分間作用さ
せるごとに 5 測線で堤体断面を測定し，その
平均をとって断面形とした．初期断面を基準
として，堤体の変形量を表すパラメータSを

求めた．断面変形が法面の上部に達するまで，
繰り返し同じ波を作用させる実験を 4 回ずつ
行った．これにより得られた断面形状データ
をもとに，変形度合いの段階ごとに断面形の
モデル化を試みた．断面形状データから，変
形量を表すパラメータSの大小によらず断面
が変化しない点の位置（中心）はほぼ一定で
あること，侵食部分の上端の位置はSの関数
として与えられることがわかった．護岸のり
先は初期断面の位置に固定し，上端・中心・
のり先の 3 点間をsin曲線で結ぶことにより，
図-1 に示すようなモデル断面を作成した．さ
らに，モデル断面を用いた実験と数値モデル
により反射率と越波流量を求め，断面変形の
進行に伴うそれらの変化特性を検討した． 

(2) 各種性能の劣化過程における不確実性に
関する確率論的研究 

本研究では，捨石で構成される護岸を対象
とした確率的な劣化過程・補修モデルの構築
を最終的な目的として，その際に必要となる
断面変形量の統計的特性について，同一の波
浪条件下での水理模型実験で得られた多数
のデータにもとづいて検討を行った． 
多数の断面変形データを取得するために，

多方向不規則波造波水槽内に 10 基の水路を
設置した．多方向不規則波造波装置は，幅
0.6mの 14 枚の造波板からなるサーペント型
で，両端 2 枚ずつを除いて造波板ごとにベニ
ヤ板で仕切り，長さ 8.6m，高さ 0.6mの造波
水路を 10 基作成した．各水路には，被覆層
およびコア部からなる捨石護岸の模型を設
置した．初期断面における前のり面勾配は
1:1.5，静水面からの天端高 0.15m，天端幅 0.1m
である．作用させた不規則波は，JONSWAP
スペクトルを期待スペクトルとし，有義波周
期T1/3=1.2sとして作成した一方向不規則波の
信号により，すべての造波板を同位相で駆動
させて造波したものである．有義波高はH1/3

護岸の断面形（岸沖方向）の測定には，レ
ーザー変位センサを用いた．波を 1 回（約 27
分間）作用させるごとに，1 水路あたり 3 測
線（15cm 間隔）で断面を測定し，各測線で
初期断面を基準として，断面の変形量を表す
パラメータを求めた．同じ波を繰り返し 7 回

≒11cmとした． 

図-1 モデル断面（初期のり面勾配 1:2） 
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作用させて，断面変化のデータを取得するこ
とを 1 回の実験とし，これを 13 回行った．
得られた断面データの合計は 2700 個（初期
断面を含めると 3090 個）である． 
 
(3) ニューラルネットワークに基づく機能劣

化の診断システムの開発 
護岸前面における消波被覆工の被災進行

に伴う反射率や越波量の変化に関する実験
的に検討より，被覆工の断面変化と反射率お
よび越波量変化との因果関係において，被災
率という単一のパラメータだけでは明確な
回帰式を見出せることが出来ないことがわ
かった．そこで，本研究はパラメータ間の因
果関係の分析に有効なニューラルネットワ
ークを利用して，被覆材の被災に伴う被覆層
の断面変化における反射性能を客観的に判
断できる支援ツールを提案するものである．
具体的には，現場サイドで容易に目視計測で
きる被覆材の被災個数や被災領域，並びに設
計条件等(例えば，堤体諸元や設計波浪条件
等)のデータを入力値とし，被覆工の損傷に伴
う反射率を出力値として評価する被覆層の
断面変化における反射性能に特化した消波
性能評価システムを開発するもので，消波ブ
ロック被覆堤の被災形態としては，消波工天
端付近での被災，消波工法面での被災，およ
び消波工天端と法面の両方での被災の 3 パタ
ーンを対象にしている． 
ニューラルネットワークを利用した消波

性能の予測モデルの構築に当たっては，入力
データとその入力データに対応した出力デ
ータ（教師データと呼ぶ）を与え，ニューラ
ルネットワークによる出力値が教師データ
の出力値に近い値が出るまでネットワーク
を調整さすために多数の入力と出力データ
に関する教師データが必要となる．本研究で
は，教師データを数値波動水路 CADMAS- 
SURF を用いて作成することにした．そこで，
CADMAS-SURF における流体力係数の設定
を行うために水理模型実験を行った．また，
ニューラルネットワークの検証用データ収
集を目的として不規則波による反射率計測
実験も併せて行った． 
法面被災断面のモデル化の場合，図-2 に示

すように被災開始位置を固定し，侵食断面お
よび堆積断面を次式のように正弦曲線で表
すことにした．累積損傷における被災幅の増
長モデルについては，被災率 1 の時に被災幅
を被覆材 3 個分とし，その後の被災率の増加
に伴って被災幅を被覆材 1個分ずつ堤体斜面
に沿って天端方向へ延長させた．静水面から
被災開始位置までの距離 については，3 種類
変化させた．天端高の低下モデルは，図-3 に
示すように消波材の沈下のみを対象とし，天
端の低下量を被災率に該当する侵食面積 と
天端高の低下面積が等しくなるように設定

した．複合被災モデル化は，実験結果を参考
に図-4 に示すように設定した．まず，複合被
災の初期断面（被災レベルを S00 と呼ぶ）と
して，天端幅を被覆材 3 個分とする．次に，
被災が 1 段階進行（S01）すると，天端幅と
天端高を被覆材 1 個分減少させ，堤体法先位
置を水平方向へ侵食面積と堆積面積が等し
くなるように前進させている．被災が 2 段階
進行（被覆材 2 個分減少：S02），3 段階進行
（被覆材 3 個分減少：S03）した場合もブロ
ック一層分の低下と，その被災断面積分だけ
法面の勾配を緩くしていくモデルである．こ
こでは，初期断面を含め計 4 種類の複合被災
断面を対象とした．法面の初期勾配は 3 種類，
天端高は 2 種類変化させた． 
 
(4) 数理モデルに基づく消波施設耐力と外的

負荷を考慮した応急修復を伴う保全問題
に関する研究 

海岸構造物の保全問題において，供用期間
中，被災により補修の可能性がほとんどない
ように施設を設計する従来の設計法に対し，
一時的にはある程度の損傷を許容し，事後・
予防保全を考慮した設計法の必要性が認識
され始めている．保全計画策定には，施設の
物理・性能面の劣化過程を把握し，施設破壊
への信頼性評価が重要である．本研究では，
施設劣化を確率過程とみなし，施設運用上有
効と考えられる基礎的な保全モデルを提案，
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図-2 法面被災の場合 
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図-4 複合被災の場合 



 

 

期待総保全費用に代表される評価規範のも
と，最適な保全方策について数理的解析，お
よび計算機による感度分析等を実施した． 
施設劣化過程として，2 種類の劣化過程を

用いた．一つは衝撃型累積損傷過程であり，
他方はガンマ過程を基礎とした peaks-over 
threshold モデルである．累積損傷過程は，
施設劣化を引き起こす力（衝撃）が確率過程
に従い生起し，その結果として施設に損傷が
生じ累積されると考える．本研究では，累積
損傷量がある一定量に達した場合，施設破壊
が生じると仮定される．海岸構造物の信頼性
評価において累積損傷モデルは余り知られ
ておらず，今後の応用が期待できる．後者の
施設劣化モデルは，経年劣化表現で頻繁にも
ちいられるガンマ過程を基礎に，施設耐力と
外力の大小関係により施設破壊事象の生起
を表現する確率過程であり，コンクリート構
造物の破壊過程表現にもちいられている．こ
れら施設劣化過程に対し，複数の施設保全モ
デルを提案している． 
 
４．研究成果 
(1) 被覆材の累積損傷に伴う消波性能，越波

低減性能の劣化度合に関する研究 
のり面勾配 1:1.5 の護岸について，変形量

を表すパラメータS=0, 7, 10, 14 のモデル断面
を用いた実験における越波流量qoと反射率
KR，およびS=0, 3, 5, 7, 10, 12, 14 のモデル断
面を用いた数値計算によるqoとKRを，図-5 に
示す．ただし，qoはS=0 での値で除したもの，
KRはT1/3=1.6sの波に対するものである．Sの増
加につれqoの実験値は増加し，S=14 ではS=0
の 2 倍近くであったが，計算結果では逆に約
35％の減少となった．実験においては，変形
の進行に伴って飛沫状の越波が増加するよ
うになり，このことが実験値と計算値で傾向
が異なる原因と考えられる．KRについては，
実験値では減少傾向を示し，S=0 と 14 では約
0.11 の差となったのに対し，計算結果ではほ
ぼ一定となっている．モデル断面による実験
では，T1/3

 

=1.2, 1.3, 1.4, 1.8, 2.0sの不規則波に
ついても反射率を推定したが，何れも減少傾
向を示し，変化量は約 0.06～0.1 であった．
のり面勾配 1:2 の護岸についても，ほぼ同様
の結果が得られた． 

(2) 各種性能の劣化過程における不確実性に
関する確率論的研究 

本研究の成果は，以下のように要約される． 
a) 波の繰り返し回数ごとの変形量パラメー
タSの平均値Smおよび標準偏差σs

b) 各測線の断面データから求めた変形量パ
ラメータについては，全データの度数分布
と波の繰り返し回数ごとの度数分布のいず

れに対しても，正規分布で近似することが
できる．図-7 に波の繰り返し回数が 5 のと
きの，変形量パラメータの度数分布と正規
分布の比較を示す． 

は，図-6
に示すように 1 回目の波の作用で大きく増
加した後，緩やかに増える傾向を示す． 

c) 波の繰り返し回数ごとの変形量パラメー
タ間には高い相関性が見られる． 

d) 変形量パラメータの変化量（増分）の平均
値・標準偏差は，波の繰り返し回数が多く
なると変動が小さくなる．隣り合う波の繰
り返し回数での増分の間には，弱い相関性
が見られる．このことから変形量パラメー
タは，断面変形の初期段階を除いて，ほぼ
一定で弱い相関のある増分をもつ確率過程
に従うことが推測される． 

e) ある波の繰り返し回数での変形度が大き
いほど，つぎの波の作用後に同じ変形度ラン
クにとどまる割合が高くなる． 

 
(3) ニューラルネットワークに基づく機能劣

化の診断システムの開発 
① 被覆層の被災進行に伴う反射率の変化 
 被覆層の累積被災断面に対する反射率の
数値実験では，波浪条件として規則波を対象
とし，周期には 1s から 2s まで 0.2s 間隔で変
化させた 6 種類を使用した．各周期における

図-5 反射率，越波流量の比較（勾配 1:1.5） 

2.5
2.0
1.5
1.0
0.5
0.0

K R 
, q

o

14121086420
S

 q
o
(meas.)      q

o
(cal.)

 K
R
(meas.)     K

R
(cal.)

 

15

10

5

0

S m
 , 

σ S

1000080006000400020000

N

                    S
m

 S
m

+σ
S
    S

m
-σ

S

図-6  S の平均値・標準偏差の変化 

図-7  S の度数分布と正規分布の比較 
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波高は，対象被覆材毎に算定した安定限界波
高を採用した．反射率の解析には，入反射分
離法を用いた．反射率は被覆層の被災進行に
伴って，波形勾配によっては減少傾向，また
は減少後増加する不規則な変化傾向を示し
た．特に被災進行に伴って侵食域の後退と堆
積域の前面へのせり出しが生じる場合，砕波
形式の変化と複合断面における反射波源の
位相差，さらには被覆層の層厚の増減に伴う
堤体透過層内におけるエネルギーロス等が
影響し，反射率に対して波形勾配による変化
があらわれたものと考察された．このように，
被覆層法面被災，天端高の低下，並びに複合
被災条件では，反射率と被災率の間には明確
な対応関係が認められず，被災率という観点
から護岸被覆工の被災進行に伴う消波性能
の劣化について直接的に評価することは難
しいことが明らかになった． 
② 消波性能の予測モデル 
ニューラルネットワークを用いて護岸前

面の被覆層における被災進行に伴う消波性
能の変化予測に関するモデルを構築した． 
本研究で採用したニューラルネットワー

クは，入力層，中間層，出力層からなる階層
型モデルである．入力層ユニットには，複合
被災パターンの場合の被災に関する諸量と
して 3 項目（天端幅/代表粒径，天端沈下量/
代表粒径，被災時の法面勾配），護岸の堤体
諸元として 6 項目（法先水深，天端高，コア
高，法面勾配，被覆材の代表粒径および空隙
率），設計波浪条件として 2 項目（波高，周
期）の計 11 項目を用いている．また，法面
被災の場合の被災に関する諸元には，被災率，
被災幅，被災位置を用いている． 
図-8 は，複合被災の場合の水理模型実験よ

り得られた反射率の実験結果と，ニューラル
ネットワークを利用した予測モデルによる
反射率の予測結果を比較したものである．消
波性能に関する予測モデルは，実験結果をほ
ぼ±10％程度の誤差で予測できており，被覆
層の累積被災と護岸の反射性能に関する評
価に対してニューラルネットワークの適用
性の可能性が確認できた． 
 
(4) 数理モデルに基づく消波施設耐力と外的

負荷を考慮した応急修復を伴う保全問題
に関する研究 

①� 累積損傷過程を基礎とした保全モデル 
本施設劣化モデルに対し，予防・事後保全

いずれが実施された場合においても，施設は
運用開始時と同じ性能を有する状態（新品）
まで機能回復が行われると仮定する． 

供用期間内において，累積量 k 以上Ｋ未満
の場合に予防保全を実施するモデルを提案
した．評価規範を総期待保全費用とし導出し，
数値実験により総期待保全費用を最小化す

る最適予防保全レベル k＊について議論した．
結果，一衝撃あたりの平均損傷量のみならず，
損傷量の分散も最適予防保全レベルに影響
を与えることが判明，施設環境に依存した保
全計画の必要性が明らかとなった． 

有限計画期間を考慮した制御限界モデル 

海岸保全施設の供用期間は，実施には長期
間となる場合が多い．従来の LCC 算定だけ
ではなく，単位期間期間あたりの総保全期待
費用を評価規範と設定することも保全計画
立案上，有効な手法と考えられる．そこで，
再生報酬定理を用い無限計画期間における
単位期間あたりの総期待保全費用を年齢予
防保全モデルに適用し，最適予防保全方策に
ついて議論した．結果，最適保全方策の解析
的な条件付け，ならびに予防保全年齢が費用
最小化に影響を与えることが確認できた． 

無限計画期間における年齢保全モデル 

先の無限計画期間における単位期間あた
りの総期待保全費用を規範に，累積損傷量 k
で予防保全を実施する制御限界モデルにつ
いて議論を実施した．その結果，最適保全方
策の有限性に関する理論的解析による条件
付け，ならびに予防保全年齢が費用最小化に
大きな影響を与えることが確認できた． 

無限計画期間における制御限界モデル 

②� ガンマ劣化過程を基礎とした Peaks- 
over threshold モデル 

本施設劣化モデルに対し，予防保全手段と
しては年齢予防保全を基礎とした以下の 3モ
デルを提案した．予防保全時において，施設
は運用開始時と同じ性能を有する状態（新
品）まで機能回復が行われると仮定する． 

施設破壊事象が生じた場合，施設は事前に
定めるある一定の性能水準まで修復される．
本保全モデルに対し供用期間における期待
総保全費用を導出．さらに期待保全費用を最
小化する最適予防保全水準について議論し
た．結果，有限な最適修復レベルは存在する

一定水準修復モデル 

図-8 複合被災の場合の反射率に関する 
実験結果と計算結果の比較図 

 



 

 

ものの，費用に対する感度はさほど大きくな
い．しかし，予防保全年齢に対する最適修復
レベルの感度は大きく，予防保全年齢との組
合せに注意が必要であることが判明した． 

施設破壊事象が生じた場合，施設は破壊発
生直前の状態と同状態まで修復される．いわ
ば一時修復的な保全モデルであり，一般に小
修理(minimal repair)と呼ばれる．本モデル
に対し，無限計画期間における単位時間当た
りの総期待保全費用を導出した．また，期待
費用最小化を目的とした最適予防保全年齢
について議論した． 

現状回復モデル 

先の現状回復モデルに対し，施設破壊時の
一時修復回数に制限を設定した保全モデル
である．これは，施設老朽化にともなう頻繁
な一時修復は非効率・非経済的と予測される
ため，一定回数以上は事後修復を実施せず，
完全修復となる予防保全に切り替えるモデ
ルである．無限計画期間における単位期間あ
たりの期待総保全費用を導出し，最適事後保
全回数について議論を実施した． 

現状回復回数制限モデル 

以上より，施設環境を考慮した適切な予防
保全計画の立案・実行により保全費用の削減
か可能であることが示された．今後は，施設
破損量に依存した保全期間，社会的損失を具
体的に考慮した数理学的保全モデルの提案
と，保全計画の開発が目標である． 
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